












































この問題を改善するために，立法者は，信託に関する 2007 年 2 月 19 日の法
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とりわけ，この制度が，その後に，OHADA（Organisation pour l`Harmonisation
en Afrique du Droit des Affaires）の 17 の加盟国において施行されたものと同じ
になることが期待された。
担保執行者の規定の改正は，結局，2016 年 12 月 9 日の法律によって実現さ
れた。この法律は，担保執行者の規定を改正するために，政府に対し，オルド
ナンスによって法律を定める権限を付与したものであった。
この規定の適用によって，2017 年 5 月 4 日のオルドナンスは，同年 10 月 1













































































































第 2 の例は，次のようである。担保執行者が民法典 2011 条以下の受託者で
はないということは，民法典 1596 条第 6 項が適用されない，ということを意
味する。すなわち，この規定は，受託者が信託に供された財産の落札者となる
ことを禁じるものである。







したがって，2017 年 5 月 4 日のオルドナンスは，信託の新たな類型を作出
する革新的なものであった。そして，より根本的には，債権者の資格と担保の



























































このような目的論的解釈は，この 4 月 10 日（時差を考慮すれば，数時間後な
のですが）に上院で採択された，企業の拡張と再編に関する法律案で明示的に
認められている。
目的論的解釈の原則は，民法典 2488 条の 6 以下の適用によって担保執行者
を認めた場合に実務が直面する，次の 2つの問題を解決するために，有効であ
る。
















る。すなわち，金融法典（Code monétaire et financier）L.313 の 23 条第 1 項に
よれば，譲受人が，当該（債権）譲渡によって担保される信用を合意した信用














































































































































第 2488-7 条 債権者が担保執行者を指定する契約は，その資格，任務の目的と
期間，及び権限の範囲を記載した書面によってなされなければ無効である。
第 2488-8 条 担保執行者が被担保債務の債権者のために行為する場合には，そ
の資格を明示しなければならない。
第 2488-9 条 担保執行者は，特別の委任があることを証明することなく，被担
保債務の債権者の利益を守るために，あらゆる訴権を行使し，かつ，全ての債権
の届出をすることができる。







第 2488-11 条 （省略）
第 2488-12 条 担保執行者は，その職務の遂行に際してフォートを犯した場合
には，その固有の一般財産によって責任を負う。
【付記】 本稿は，2019 年 4 月 10 日に，立教大学太刀川記念館 3 階カンファレン
ス・ルームにおいて行われた，ピエール・クロック教授の講演の原稿を翻訳した
ものである。同教授は，同月 21 日にフランスに帰国され，5 月 6 日には，重い病
を罹っていることが判明した。その後，クロック教授は，6 月 14 日にパリのアメ
リカン・ホスピタルに入院され，7月 5日に逝去された（享年 60 歳）。
ピエール・クロック教授は，アンジェ大学法学部に教授として奉職された後，
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